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精神障害者就業における根本問題

















経済的尺度だけではかるべ きではなく、働 くことによって生 じる個人的 ・家庭的そして社会的価
値をこそ重視すべきである。経済的有用性が乏しいということで働 く機会を提供 しないというこ
とは、経済的有用性が高いが故に労働を強制するのと同様に、一種の罪悪ではなかろうか」












で細々となされた労働施策とは分断して制度化 されてお り、それまでのノウハウが生か されて
いない。 さらに新たな施策は身体障害者等の施策をモデルにしているため、精神障害者が利用
しにくい面 もある。中でも一般就業のための制度に関しては、未だ雇用率の適用がないなど、
制度 自体が他の障害者に比較 して少ない上に、制度間整備も不十分である。これ らは、精神障





なお、対象 としては、障害者の雇用の促進等に関する法律(以 下、障害者雇用促進法 とする)
に基づいて、「精神障害者であって、就業(原 文では職業)に 従事する者 としての自覚を持ち、
自ら進んで、その能力の開発及び向上を図り、有為な職業人 として自立するよう努める人」と
している。また、関の区分に基づいて、「雇用就労」とは産業活動や公務を主流とする事業所で
の就労、「援護就労」とは、行政から支援を受けなが ら実施される福祉施設での就労 とす る(2)。
そして 「一般就業」 とは、就業形態や金銭の多寡にかかわらす一般の就業者 と同じ場で就業収
入を得ることであり、筆者が本稿でとくに重視 している。なお、 こうした施策にかかわらず働
くことは、「労働」、あるいは「働 く」としている。
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図1精 神障害者の労働区分




(雇い入れのための制度)職 場適応訓練事業 ・障害者雇用創出事業 ・特定求職者開発助成金
(雇用継続の ため の制度)ジ ョブコーチ事業、雇用継続助成金
保護就労 精神障害者福祉工場
援護就労 精神障害者授産施設 ・精神障害者小規模作業所







































社会復帰の促進を図ることを目的とした施設である。(精 神保健福祉法第50条 の2)し か し、





今まで、労働権保障と就労の構造という2点 を重視 して、精神障害者の労働区分を検討 した。






一般就業は、はじめに規定 したように、一般の労働者 と同じ職場で労働することを意図 して
いる。そこで、一般就業者と同様に、労働を 「ひととしてあた りまえの権利」 として保障する。
労働は、人間にとってその一生にかかわって自己形成につながるものであ り、人間の様 々な活
動の中でもっともす ぐれた人間的で多面的 ・総合的な活動である(8)。こうした観点から障害者
の生存 ・発達の権利として労働権を保障しようとする運動は、1970年 代か ら始 まり、全国授産
施設協議会(の ちの社会就労センター協議会)や 共同作業所全国連絡会発足に結びついた⑨。









また、人が人として生涯発達 してゆ くということは、他の さまざまな人との交わりを持ち、
身体 ・精神等の状況や価値観の違う人どうしの中でかかわりあってお互いの価値観や生 き方を




いかないと思われるならば一般 就業以外を考えるべ きである。 しかし、現状は労働施策自体が






バブル崩壊以降の厳しい雇用情勢が続 き、2002年 度の完全失業率は5.4%(総 務省調べ)で あ
る。 しかし、精神障害者の失業率はこの比ではない。2000年 度の精神障害者有効求職者数と就





国際的な就業制度については、エスピン ・アンデルセ ンが市場中心の問題解決をとる 「自由
主義的福祉 レジーム」 としたアメリカ、イギリス、国家主義的な 「保守主義的福祉 レジーム」
としたフランス、 ドイッ、普遍主義的な 「社会民主主義的福祉 レジーム」としたスウェーデン
を比較 した(11)。この各国における障害者の就業制度の現状を整理すると以下のようになる(12)。
図からもわかるように、障害者雇用を進める方法としては、国家主義的体制の強い保守主義






国 法 的 根 拠 内 容 就 業 率
アメ リカ 1986リ ハ ビ リテ ー シ ョ ン法
・一般向け援助 を障害者サー ビスに適用 30%前 後
(改正) ① メイ ンス トリーム雇用 サー ビス ② (デー タによる違い あ り)
1990障 害者差別禁止法(ADA) 職業訓練パー トナーシ ップ
・障害者向け援助
① 職業 リハ ビ リテ ー シ ョンサ ー ビ ス
②援助つき雇用 ③企業提携プロジェ
ク ト
イギ リス 1994障 害者(雇 用)法 ①割 り当て 雇用廃 止 ② 紹介 ・評価 ・ 45%(う ち労働制限39%)
1995障 害者差別禁止法(DDA) 相談チーム ③職務試行制度 ④重度
障害 者対策(シ ェル ター ドワー クシ ョ
ップ、援助つ き雇用)
フランス 1897障 害労働者雇用法 ①割 り当て雇用制度 4.1
1990差 別禁止法 ②重度障害者対策(能 力別)
ドイツ 2000重 度障害者失業への挑戦法 ①職業訓練 ②割 り当て雇用制度 3.8%
スウェーデ ン 主として一般法対応 ①すべての人が対象 ②能力別賃金補 55%
1994障 害者 オンブズマ ン制 度 助
1999勤 労者生活 における障害者 ③ 保護工場(サ ムハ ル)④ イ ン ヒル




2002年 、政府は今後10年 間の障害者施策である障害者基本計画 と重点施策実施5ケ 年計画を
策定 した。この中で、精神障害者施策は重点項 目として挙げ られているにもかかわ らず、その











2で は、精神障害者の就業がいかに遅れているかを検討 してきた。そこで3で は、なぜ進ま
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図3障 害者の雇用促進等に関する法律に基づく施策の適用について
事 項 身体障害者 知的障害者 精神障害者 その他の障害者
事業紹介、 職業 訓練等 の職業 リハ ビリテ
ーシ ョン 0 0 0
0
適応訓練等一部を除 く
雇用率制度 0 O X X
納付金 の徴収、調整金 ・報奨金 の支給 0 0 X X
助成金の支給 O 0 0
X
但し調査研究に係る助成金は支給
研究、広報啓発 0 O O 0









旧厚生省中心で行われてきた。これは以下4点 の問題を生 じる基 となっている。すなわち、1)
就業支援が人権モデルでなく、メディカルモデルで進められていること、2)施 策間整備がな








定のリハ ビリ効果さえあればいい」という論理につなが りかねない。この論理は、職業 自立を明





















た。 しか し、精神障害者の施策について自らが主張することは、自立 という面でも、基本的な
施策のありかたを変える意味でも重要である。2001年 「社会保障審議会 ・障害者部会」に精神障
害当事者である広田和子氏が臨時委員 となった。(朝 日新聞2001.12.19付)広 田氏は、当事者
ならではの発言で制度の問題点を指摘 している。(朝 日新聞2002.6.14付)こ のように計画策定






援護就労から雇用就労への移行要因の約40%は 、本人の就労意欲 と施設の方針 との調査 もあ
り(6)、援助者の精神障害者観や援助観 は実際の就業に多大な影響を及ぼす。しかし、身近に一





ない申で一般就業は、経営者の善意に委ねられている。 しか し、経営から援助のノウハ ウまで










した」(33)と感 じることに通 じる。こうした障害者にとって働 く精神障害者のモデルは、精神障






選択 ・判断 ・決定をするという 「ひととして当た り前の機会」を奪われてお り、それが自分で


























を受けている者のいずれかであって症状が安定し就労可能なもの(第1条 、第3条 の2)」 と変






参加の促進のために必要な援助を行 う」(第1条)で ある。そしてこれは、精神障害者が 「1人












立すること、そして何 を目的 として、 どういう方向性で進めるか、このために何 をどうもちい








児 島 らが 指 摘 す る よ う に(8)、 労 働 権 の 真 の保 障 は、 働 く人 々が 社 会 と生 産 の 主 人 公 とな っ て、
職 業 選 択 の 自 由が 真 に確 立 す る社 会 にお い て、 開放 され た人 間 関係 の も とで 協 力 し合 う社 会 と
な っ て初 め て 実 現 す る。 こ れ は 、社 会 や 生 産 の し くみ そ の もの を 変 え て ゆ くこ とで もあ り、 こ
れ に よ っ てす べ て の労 働 者 が 、 よ りい きい き と働 くこ とにつ なが る の で あ る。
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